
　今年度で74回目を迎える国家公務員安全週間が、7月1日から7月7日までの1週間にわたって実施されます。
　安全週間は、各府省が安全管理活動の充実及び安全意識の向上に取り組み、職員が仕事をより安全に、か
つ、より効率的に行うことを目指すものです。
　今年度も安全週間に先立ち、各府省から標語を募集しました。今年度の標語には、3,333件の応募作品の
中から、警察庁関東管区警察局　荻原　博文　さんの作品

「他人事　無関心が事故のもと」
が選ばれました。御応募いただきました皆様には、厚く御礼申し上げます。
　以下、令和３年度国家公務員の災害報告の概要をご紹介しますので参照いただき、常に安全を心がけてく
ださい。

職員福祉局職員福祉課

特　集

国家公務員安全週間に当たって

一　
概
況

常
勤
職
員
の
死
傷
者
（
死
亡
者
及
び
休
業
一
日

以
上
の
負
傷
者
）
の
数
は
、
近
年
は
小
幅
な
増
減

を
繰
り
返
し
て
い
る
中
で
、
令
和
三
年
度
は
、
前

年
度
よ
り
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
（
図
１
参
照
）。

令
和
三
年
度

国
家
公
務
員
災
害
報
告
の
概
要

報告のポイント
◆ 調査対象年度：令和３年度
◆ 調査対象：一般職の国家公務員（行政執行法人の職員を除く。）

○ 　令和３年度における常勤職員の死傷者は290人で、令和２年度より80人増
加。この増加の要因は、新型コロナウイルス感染症の罹

り

患によるものであり、
これを除くと常勤職員の死傷者数は減少。死亡者は３人（前年度０人）。

○ 　事故の型別に見ると、「その他（新型コロナウイルス感染症）」が137人で
最多であり、前年度（49人）に比べ大幅に増加。以下、「墜落・転落」40人、
「転倒」33人で、上位３項目で災害全体の72.4％。

○ 　休業日数別に見ると、「８日以上30日以下」が167人（前年度76人）で最
も多く、休業８日以上の者（死亡者を含む。）は206人（前年度119人）。
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図１ 死傷者数及び死傷年千人率の推移（平成24～令和３年度）

（注）死傷者数の（  ）内の数字は、死亡者数で内数である。
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事
故
の
型
別
に
見
る
と
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
罹り

患
に
よ
る
も
の
が
大
幅
に
増
加
し

て
お
り
、
常
勤
職
員
の
死
傷
者
数
の
増
加
の
主
な

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

二　
死
傷
者
数
（
常
勤
職
員
）

令
和
三
年
度
の
災
害
に
よ
る
死
傷
者
は
二
九
〇

人
で
、
前
年
度
と
比
べ
八
〇
人
増
加
し
、
こ
の
う

ち
死
亡
し
た
者
は
三
人
（
前
年
度
〇
人
）
で
し

た
。
死
傷
年
千
人
率*

で
見
る
と
前
年
度
〇
・
七

五
か
ら
一
・
〇
四
へ
と
〇
・
二
九
ポ
イ
ン
ト
増
加

し
て
い
ま
す
（
図
１
参
照
）。

ま
た
、
こ
の
二
九
〇
人
の
う
ち
、
船
員
の
負
傷

者
は
一
三
人
で
、
前
年
度
と
比
べ
二
八
人
減
少
し

ま
し
た
。

＊ 

死
傷
年
千
人
率
と
は
、
一
年
間
の
在
職
者

千
人
当
た
り
の
災
害
発
生
に
よ
る
死
傷
者

数
を
表
し
た
も
の
で
す
。

⑴　
事
故
の
型
別
の
状
況

死
傷
者
を
事
故
の
型
別
に
見
る
と
、「
そ
の
他

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
）」
が
一
三
七

人
（
全
死
傷
者
の
四
七
・
二
％
）
と
最
も
多
く
、

次
い
で
「
墜
落
・
転
落
」
四
〇
人
（
同
一
三
・

八
％
）、「
転
倒
」
三
三
人
（
同
一
一
・
四
％
）
と

な
っ
て
お
り
、
上
位
三
項
目
で
災
害
全
体
の
七
二
・

四
％
を
占
め
て
い
ま
す
（
図
２
参
照
）。
中
で
も

「
そ
の
他
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
）」

は
前
年
度
（
四
九
人
）
に
比
べ
大
幅
に
増
加
し
て

い
ま
す
。

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に

よ
り
自
粛
さ
れ
て
い
た
対
人
練
習
が
再
開
さ
れ
た

こ
と
に
よ
り
、「
武
道
訓
練
」
が
再
び
上
位
項
目

に
上
が
っ
て
き
て
い
ま
す
。

⑵　
休
業
日
数
別
の
状
況

―
休
業
八
日
以
上
が
著
し
く
増
加
―

死
傷
者
を
休
業
日
数
別
に
見
る
と
、「
八
日
以

上
三
〇
日
以
下
」
が
一
六
七
人
と
最
も
多
く
、
次

い
で
「
一
日
以
上
三
日
以
下
」
が
四
八
人
と
な
っ

て
い
ま
す
。

災
害
に
よ
る
休
業
日
数
が
八
日
以
上
と
な
っ
た

職
員
（
死
亡
者
を
含
む
。）
は
二
〇
六
人
（
前
年

度
一
一
九
人
）、
全
体
に
占
め
る
割
合
は
七
一
・

〇
％
（
前
年
度
五
六
・
七
％
）
と
な
っ
て
お
り
、

前
年
度
に
比
べ
著
し
く
増
加
し
て
い
ま
す
。（
図

３
参
照
）。
事
故
の
型
別
に
見
る
と
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
罹り

患
に
よ
る
も
の
が
一
二

〇
人
（
前
年
度
二
九
人
）
と
な
っ
て
お
り
、
災
害

に
よ
る
八
日
以
上
の
休
業
が
増
加
し
た
主
な
要
因

と
な
っ
て
い
ま
す
。

その他
（新型コロナ
ウイルス感染症）
137人（47.2%）

転倒33人
（11.4%）

墜落・転落40人
（13.8%）

動作の反動・無理な動作
13人（4.5%）

交通事故（道路） 5人（1.7%）

交通事故（その他） 2人（0.7%）
踏み抜き 2人（0.7%）

激突され 11人（3.8%）

激突 4人（1.4%）

武道訓練
28人（9.7%）

（1.0%）特殊危険災害 3人（1.0%）
（1.0%）レク・スポーツ  3人（1.0%）

はさまれ・巻き込まれ 3人（1.0%）

飛来・落下 2人（0.7%）
切れ・こすれ 1人（0.3%）切れ・こすれ 1人（0.3%）
その他（暴行） 1人（0.3%）その他（暴行） 1人（0.3%）

その他 2人（0.7%）その他 2人（0.7%）

死傷者
290人

図２ 事故の型別死傷者数（令和３年度）
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三　
非
常
勤
職
員
の
災
害

―
「
転
倒
」
が
最
多
―

非
常
勤
職
員
の
災
害
に
よ
る
死
傷
者
は
六
三
人

で
、
前
年
度
と
比
べ
九
人
増
加
し
て
い
ま
す
。

事
故
の
型
別
で
は
、「
転
倒
」
が
二
六
人
（
前

年
度
二
一
人
）
と
最
も
多
く
、
全
体
の
四
一
・

三
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

な
お
、
令
和
二
年
度
に
引
き
続
き
令
和
三
年
度

も
死
亡
災
害
は
発
生
し
て
い
ま
せ
ん
。

四　
重
大
災
害
（
非
常
勤
職
員
を
含
む
。）

―
重
大
災
害
は
二
件
発
生
―

重
大
災
害
と
は
、
死
亡
災
害
若
し
く
は
同
一
の

原
因
で
三
人
以
上
の
職
員
が
負
傷
し
た
災
害
（
そ

の
う
ち
一
人
以
上
が
休
業
一
日
以
上
の
場
合
に
限

る
。）
又
は
火
災
な
ど
を
い
い
ま
す
が
、
令
和
三

年
度
は
二
件(

前
年
度
〇
件)

発
生
し
て
お
り
、
死

亡
者
二
人
で
し
た
。

事
故
の
型
別
と
し
て
は
、「
墜
落
・
転
落
」
一

人
、「
そ
の
他
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
）」
一
人
で
し
た
。

＊�

死
亡
者
数
は
、
事
故
の
発
生
日
か
ら
一
〇

日
以
内
に
死
亡
し
た
者
の
み
カ
ウ
ン
ト
し

て
い
ま
す
。

五　
災
害
事
例
か
ら
見
る
再
発
防
止
対
策

令
和
三
年
度
も
、常
勤
職
員
は
「
墜
落
・
転
落
」

「
転
倒
」
の
災
害
の
割
合
は
高
く
、
非
常
勤
職
員

で
も
同
様
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

公
務
に
お
い
て
は
、
日
常
的
な
行
動
に
伴
っ
て

発
生
す
る
災
害
が
多
く
を
占
め
て
い
ま
す
。
令
和

三
年
度
に
お
け
る
こ
れ
ら
の
災
害
事
例
の
う
ち
、

死
亡
災
害
と
な
っ
た
「
墜
落
・
転
落
」
の
災
害
を

紹
介
し
ま
す
。

―
墜
落
・
転
落
に
よ
る
死
亡
災
害
― 

「
被
災
職
員
は
、
定
期
的
に
行
っ
て
い
る
巡
視

に
お
い
て
、
廊
下
の
天
井
裏
の
水
漏
れ
状
況
を
一

人
で
確
認
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
脚
立
か
ら
落
下
し

身
体
を
強
打
し
た
と
推
察
さ
れ
る
。」
も
の
で
、

事
故
発
生
か
ら
五
日
後
、
敗
血
症
に
よ
り
死
亡
し

て
い
ま
す
。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元

1～ 3日 4～ 7日 8～ 30日 31日以上 死亡

3

2

30

29

（年度）平成

令和

休業日数8日以上 71.0%

26.8%（55人） 15.6%（32人） 37.6%（77人） 18.5%（38人）

34.0%（71人） 16.7%（35人） 31.1%（65人） 17.7%（37人）
0.5%（1人）

27.3%（62人） 12.8%（29人） 37.4%（85人） 22.0%（50人）

26.2%（55人） 17.1%（36人） 36.2%（76人） 20.5%（43人）

0.4%（1人）

1.5%（3人）

0.0%（0人）

16.6%（48人）12.4%（36人） 57.6%（167人） 12.4%（36人）
1.0%（3人）

図３ 休業日数別死傷者割合の推移（平成29～令和３年度）
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災
害
発
生
の
原
因
と
し
て
は
、
通
常
二
人
一
組

で
行
っ
て
い
た
巡
視
業
務
を
、
普
段
の
時
間
よ
り

も
早
く
巡
視
に
出
て
し
ま
っ
た
た
め
、
他
の
職
員

が
フ
ォ
ロ
ー
で
き
ず
、
一
人
で
行
う
こ
と
に
な
っ

て
し
ま
っ
た
こ
と
、
天
板
を
跨ま

た
い
で
の
作
業
や
足

元
に
布
を
巻
く
な
ど
脚
立
の
使
い
方
が
不
適
当
で

あ
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

�

類
似
災
害
防
止
の
た
め
に
は
、安
全
管
理
者
は
、

高
所
で
の
作
業
を
回
避
で
き
な
い
か
検
討
し
、
作

業
が
避
け
ら
れ
な
い
場
合
に
つ
い
て
は
、
脚
立
・

は
し
ご
に
比
べ
墜
落
の
危
険
性
が
相
対
的
に
低
い

ロ
ー
リ
ン
グ
タ
ワ
ー�

（
移
動
式
足
場
）、
可
搬
式

作
業
台
、
手
す
り
付
き
脚
立
、
高
所
作
業
車
な
ど

を
使
用
す
る
よ
う
求
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
脚
立
・
は
し
ご
等
を
使
用
す
る
場
合
に

は
、
適
切
に
使
用
す
る
よ
う
指
導
し
、
事
故
発
生

の
未
然
防
止
を
図
り
、
あ
わ
せ
て
、
高
所
作
業
に

当
た
っ
て
は
不
安
定
な
足
場
で
作
業
し
な
い
こ

と
、
二
人
以
上
で
実
施
す
る
こ
と
、
墜
落
時
保
護

用
の
ヘ
ル
メ
ッ
ト
を
着
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
も

指
導
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

不
安
定
な
足
場
や
高
所
で
の
作
業
に
つ
い
て
の

安
全
管
理
に
つ
い
て
再
度
安
全
教
育
を
実
施
す
る

こ
と
、
職
員
に
対
し
て
些
細
な
箇
所
で
も
日
頃
か

ら
危
険
が
あ
る
こ
と
に
注
意
す
る
よ
う
周
知
す
る

こ
と
が
重
要
で
す
。

な
お
、
人
事
院
安
全
専
門
委
員
会
議
に
お
け
る

有
識
者
か
ら
も
、
次
の
よ
う
な
指
摘
が
あ
り
ま
し

た
。

・�

災
害
発
生
が
平
素
の
事
務
的
作
業
や
そ
の
延
長

で
起
こ
っ
て
い
る
も
の
も
多
く
、
日
常
の
軽
作

業
に
お
い
て
も
事
故
が
起
こ
り
得
る
と
の
意
識

改
革
が
必
要
で
あ
る
。

・�

回
避
可
能
性
を
上
げ
る
方
策
に
と
ど
ま
ら
ず
、

危
険
作
業
を
そ
も
そ
も
な
く
す
と
い
う
部
分
を

根
本
的
に
詰
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

六　
的
確
な
安
全
管
理
の
実
施

例
年
、公
務
に
お
け
る
災
害
の
大
部
分
は
、「
そ

の
他
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
）」「
武
道

訓
練
」
を
除
く
と
、
執
務
室
内
外
の
通
路
、
階
段

等
で
の
日
常
的
な
行
動
に
伴
っ
て
発
生
し
て
い
ま

す
。こ

れ
ら
の
行
動
に
伴
う
災
害
を
減
少
さ
せ
る
た

め
に
は
、
各
府
省
・
各
機
関
の
長
は
安
全
教
育
を

計
画
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。そ
し
て
、

職
員
一
人
一
人
が
、
身
の
周
り
に
潜
む
危
険
を
常

日
頃
か
ら
意
識
し
、行
動
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

※�

「
令
和
三
年
度
国
家
公
務
員
の
災
害
の
概
要
」

に
つ
い
て
は
、
人
事
院
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（https://w
w
w
.jinji.go.jp/anzen/

toukei1.htm
l

）
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。
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